
貸 借 対 照 表 

2019 年3 月 31 日現在 

 

株式会社JAL カーゴサービス                                                 （単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流動資産 

現金・預金 

営業未収入金 

商品 

貯蔵品 

短期前払費用 

仮払金 

立替金 

未収入金 

未収還付消費税 

短期貸付金 

その他流動資産 

貸倒引当金（流動） 

 

 

固定資産 

<有形固定資産> 

建物附属設備 

車両運搬具 

機械装置 

工具器具備品 

減価償却累計額 

建設仮勘定 

 

 

<無形固定資産> 

電話加入権 

ソフトウェア 

 

 

<投資その他の資産> 

長期前払年金費用 

繰延税金資産（固定） 

長期前払費用 

子会社・関連会社株式 

破産債権 

敷金 

その他の投資 

貸倒引当金（固定） 

７，３１３，９６２ 

３２，５５９ 

１，３４９，６８０ 

７，１７７ 

１，９５５ 

２２１，６５９ 

３，００２ 

７，８３３ 

８４，０１１ 

２９９，２８７ 

５，３１３，３７３ 

１，２６５ 

△７，８４３ 

 

 

８６２，９６７ 

（２２７，９９３） 

１，８１１ 

３８５，６１１ 

５６，９３１ 

１３，９０５ 

△２３１，５４５ 

１，２７９ 

 

 

（８８９） 

６８ 

８２１ 

 

 

（６３４，０８３） 

５１８，７９７ 

３３，５８９ 

１，０２７ 

７４，２０７ 

５３ 

５，２０１ 

１，２６０ 

△５３ 

流動負債 

営業未払金 

未払法人税個別帰属額 

未払法人税等 

預り金 

未払費用 

1 年内振替長期未払金 

1 年内振替リース債務 

 

 

 

固定負債 

退職給付引当金 

長期未払金 

長期預り金 

長期リース債務 

 

 

１，８２９，４７５ 

６５０，８７２ 

５７３，３９２ 

２０４，７２５ 

１１，７９５ 

３０７，８３１ 

６，０５２ 

７４，８０４ 

 

 

 

１８７，１０６ 

７３２ 

１０，２１８ 

２２，０６５ 

１５４，０９０ 

負債の部 合計 ２，０１６，５８１ 

純 資 産 の 部 

資本金 

資本金 

 

資本剰余金 

その他資本剰余金 

 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

（うち当期純利益） 

 

評価・換算差額等 

有価証券評価差額金 

 

 

 

 

５０，０００ 

５０，０００ 

 

８０，０００ 

８０，０００ 

 

 

１２，５００ 

６，０２４，６３５ 

（１，８９４，８０２） 

 

△６，７８７ 

△６，７８７ 

純資産の部 合計 ６，１６０，３４７ 

資産の部 合計 ８，１７６，９２９ 負債 ・ 純資産 合計 ８，１７６，９２９ 

資 産 の 部 負 債 の 部 

 



個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式・・・・・・・移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産・・・・・・・先入先出法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物および平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備及び構

築物については定額法、それ以外のものについては定率法を採用しております。 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

     

（３）リース資産 

         所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

          リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。なお、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準

第 13 号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については個別見積り基準によ

り、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）に

わたり、それぞれ発生の翌期から均等償却しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）収益の計上基準 

役務提供収入については、役務提供基準により計上しております。 

 

（２）費用の計上基準 

費用については、発生主義により認識し計上しております。 

 

（３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 



（４）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3 月 31 日）及び「資産除去債務に 

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用しております。 

  当社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状回復に係る債務を有しており 

ますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期限が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないこと 

から、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上 

しておりません。 

 

 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

該当事項なし 

 

 

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

1．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 

の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

の株式数 

 

普通株式 

 

 

610 株 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

610 株 

 

 

２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

    2018 年 6 月 29 日開催の第 45 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

         配 当 金 の 総 額                                853,842,620 円 

         1 株 当 たりの配 当 額                                   1,399,742 円 

         基 準 日                              2018 年 3 月 31 日 

      効 力 発 生 日                              2018 年 6 月 30 日 

 

  （２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

2019 年 6 月 28 日開催の第 46 回定時株主総会決議において次の通り付議いたします。 

         配 当 金 の 総 額                                         1,136,881,400 円 

         1 株 当 たりの配 当 額                                   1,863,740 円 

         配 当 の 原 資                                  利益剰余金 

         基 準 日                              2019 年 3 月 31 日 

         効 力 発 生 日                              2019 年 6 月 29 日 


